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1.1.　問題意識の背景

　小売業を取り巻く経営環境は、将来的な日本の
人口の減少、インターネットの進展によるネット
販売業者を含めた競争の激化などを背景に年々厳
しいものとなってきている。特に人口が横ばい・
減少局面にある日本においては、新規顧客開拓以
上にロイヤルティの向上に基づく既存顧客の維
持・反復購買の向上が求められることとなる。
　反復購買の向上にプロモーションが有効であ
ることは、これまで様々な研究により実証さ

れ て き た (Mela, Gupta, & Lehmann, 1997; 
Garretson, Fisher, & Burton, 2002; Verhoef, 
2003; Lewis, 2004)。
　一方で、Dick & Basu (1994) はロイヤルティ
を反復購買という一元的視点でのみ捉えずに、相
対的態度という軸を加えることを提唱した。これ
により、頻繁に反復購買を行っている顧客でも、
その相対的態度に応じて見せかけのロイヤルティ
と真のロイヤルティという二つの状態が存在する
ことを示した（表 1）。
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1.　はじめに

　Dick & Basu (1994) のロイヤルティを態度と
行動で捉えるこの研究は多くの研究者に参照され
た。しかし、その後態度ロイヤルティと行動ロイ
ヤルティは個別に研究されることが多く、消費者
の態度ロイヤルティの違いによる行動ロイヤル
ティの違いに関する研究は一部の研究 (Garland 
& Gendall, 2004; 寺 本 , 2009; Tam et al., 
2009) を除いてあまり実施されていないように見

受けられる。
　また、近年では真のロイヤルティを持つ顧客
の中でも、企業やブランドに積極的に関与する、
極めてロイヤルティの高い顧客層についての研
究 (Fournier, 1998; 久 保 田 , 2010a,2010b; 
Oliver, Rust, & Varki, 1997; 井上 , 2009; 堀
田 , 2012; 和田 , 2015a, 2015b; Urban, 2005; 
Fuggetta, 2012) も進んでいる。
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　本研究では、ブランドに対する態度が極めて高
い消費者と一般的な消費者との間で、プロモー
ションを含む各要素のストア・ロイヤルティに与
える影響が、どのように異なっているのかを明ら
かにすることを目的としている。よって、態度と
ロイヤルティに関する先行研究、ブランドに対す
る態度が極めて高い消費者の消費行動と、その消
費者を対象としたマーケティングに関する先行研
究、FSP やプロモーションの効果およびストア・
ロイヤルティに関する先行研究についてレビュー
する。

2.1.　態度とロイヤルティ

　ロイヤルティの研究は歴史が古く、Jacoby & 
Chestnut (1978) が先行研究をベースにロイヤル
ティ測定方法について整理した研究では、53 パ
ターンの測定法が紹介されている。ただし、ロイ
ヤルティ研究の初期の段階ではロイヤルティの測
定方法についての議論が中心で、ロイヤルティの
タイプによる消費行動についてはあまり言及され
ていなかった。
　そのような研究の流れの中で、前述の通り

Dick & Basu (1994) がロイヤルティを反復購買
と相対的態度との組み合わせで四つに分類するフ
レームワークを示し ( 表 1)、以降、態度ロイヤル
ティの研究が盛んに行われるようになっていく。
　態度的ロイヤルティ研究については、ブランド・
コミットメント研究、ブランド・アタッチメント
研究、ブランド・リレーションシップ研究などに
細分化され、発展していっている。
　本研究では、態度的ロイヤルティを表すものと
してブランド・リレーションシップ研究に着目し、
その概念を参考にすることとした。ブランド・リ
レーションシップ研究は Fournier (1998) の研
究が代表的で、その後多くの研究者が研究を行っ
ている。久保田 (2010a) はブランド・リレーショ
ンシップの実体を認知的要素、情緒的要素および
評価的要素から形成される高次構成概念としてと
らえた上で、9 項目から成る測定尺度を開発し、
これを経験的に検証している。さらに、ブランド・
リレーションシップが購買継続意向、推奨意向、
支援意向に正の影響を与えることも経験的に検証
しており、ブランド・リレーションシップの実証
研究として有意義な研究となっている。

　これらよりロイヤルティの研究に行動だけでな
く態度の要素を加えること、特に突出して好意的
な態度を示す顧客の消費者行動を明らかにするこ
とは重要な研究課題と考える。

1.2.　本研究の目的

　このような背景の下、小売業において態度の違
いによりロイヤルティがどのように形成されるの
か、特に、ロイヤルティに直接的および間接的な
影響を与えているプロモーションの効果にどのよ
うな差が生じるのかを明らかにすることが本研究
の目的である。
　小売業では自社の集客力を高めるべく、様々な
プロモーション活動を行っている。中でもポイ

ントカードによるフリークエント・ショッパー
ズ・プログラム ( 以下、FSP) の導入が進んでお
り、日本のスーパーマーケットではポイントカー
ド導入率が 80% を上回っている状況にある（日
本スーパーマーケット協会・オール日本スーパー
マーケット協会・新日本スーパーマーケット協
会 ,2015）。
　小売業の中でも、コンビニエンスストア業界に
ついては、ポイントカードを活用した様々な工夫
が施された FSP を展開しており、極めて興味深
い。そこで本研究ではコンビニエンスストアに着
目し、コンビニエンスストアが実施している FSP
としてのプロモーションがストア・ロイヤルティ
に与える影響について検証を行う。

2.　先行研究レビュー
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2.2.　高ブランド・リレーションシップ
消費者行動とマーケティング

　上記のような研究の流れの中で、高いブランド・
リレーションシップを持つ消費者の中でも、著し
く高いブランド・リレーションシップを持つ消費
者の特徴についての研究も行われてきている。
　Oliver et al. (1997) は、通常の満足を超えた
状態をカスタマー・ディライト ( 以下、ディライ
ト ) として、ディライトおよび顧客満足度が購買
意図を形成する仮説モデルを設定し、ディライト
が購買意図に影響を与えることを示した。
　井上 (2009) は、ブランド・コミットメントに
関する研究で、これまでの感情的コミットメント、
計算的コミットメントという分類に対し、新たに
三つ目の陶酔的コミットメントという概念を提唱
し、陶酔的コミットメントが行動的ロイヤルティ
に大きな影響を与えることを示した。
　堀田 (2014) は、極めて高い関与の状況を超高
関与と命名し、アートの消費をテーマに、関与と
知識のマトリクスで消費者を分類することを提案
した。この論文ではどのようにして超高関与にな
るのかについて研究を行っており、アートに関す
る知識の習得が大きな役割を担っていることを示
している。
　和田 (2015a,2015b) も宝塚歌劇団ファンの分
析をもとに、超高関与消費者は口コミを誘発し、
共創行動を行うことについて言及している。この
超高関与消費者の持つ特徴から、演劇消費に限ら
ず、大きくマーケティングにおける需要拡大の観
点に立った時、顧客間の関係性強化、絆の強化を
促進させることが重要であるとしている。
　ここまで見てきた、ディライト、陶酔的コミッ
トメント、超高関与に関する研究は、用語に違い
はありながらも、ブランド・リレーションシップ
が極めて高い状況にある、そのブランドの大ファ
ンの消費行動に関する研究という点で、同じ枠組
みの研究であると考える。
　このようなブランド・リレーションシップが極
めて高い顧客に対して、企業がどのようなマー
ケティング展開を行っていくべきかという研究

も存在する (Fuggetta, 2012)。Fuggetta (2012)
は Urban (2005) が提唱したアドボカシー・マー
ケティングの顧客コミュニティ活用部分につい
て、実務的な視点で様々な成功事例を示している。
Fuggetta (2012) は、企業に強力なロイヤルティ
を持つ顧客を対象に、企業と顧客および顧客間で
コミュニケーションが取れる口コミサイト環境を
提供している。このサイトで企業側から顧客に、
体験談の口コミ、新製品の事前評価や、製品につ
いてよく知らない顧客へのサポートを依頼するこ
とで、企業と消費者および消費者間の関係性強化
を図るプログラムを有効に機能させている。企業
に強力なロイヤルティを持つ顧客は、自らを社員
同様に扱ってもらうことに喜びを感じ、無償で企
業に対する支援行動を積極的にとるようになるこ
とを示している。
　これらの先行研究結果から、ブランド・リレー
ションシップが極めて高い状態にある顧客は損得
に反応するよりも、その企業の一員として取り扱
われるようなことに反応を示すものと考えられる。

2.3.　FSP、プロモーションとストア・ロイ
ヤルティ

　研究対象をストア・ロイヤルティに絞り込む
と、ポイントカードを活用した FSP 展開がスト
ア・ロイヤルティ形成に影響を与えていること
を示す先行研究がいくつか存在する (Dowling 
& Uncles, 1997; Woolf, 2001; Mägi, 2003; 
Youjae & Hoseong, 2003; Lewis, 2004; 剣持 , 
2006)。Dowling & Uncles (1997) は、ロイヤ
ルティ ･ プログラムは、①競合のプログラムを中
和させ、②製品・サービスの利用可能性を広げ、
③製品 ･ サービスの価値を直接的に拡張する上で
は有効であるが、④特徴のないブランドを独自の
プログラムで売り込もうとすると失敗すると述べ
ており、FSP が満足度の向上に貢献することを
示している。
　プロモーションがストア・ロイヤルティに与
える影響に関する研究もいくつか存在する (Mela 
et al., 1997; Garretson et al., 2002; Verhoef, 
2003; Lewis, 2004)。Garretson et al. (2002)
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　上述のように FSP やプロモーションそれぞれ
ごとにロイヤルティに与える研究は存在するが、
両者を組み込んだストア・ロイヤルティ形成研究
についての先行研究はほとんど見受けられない。
　剣持 (2006)は図1に示すストア・ロイヤルティ
形成モデルを共分散構造分析で検証した。その結
果、FSP 充実度は行動的ロイヤルティに直接影
響を及ぼさず、総合満足度を通じて間接的に影響
を及ぼしていることを明らかにした。この研究は、
総合満足度や立地利便性がロイヤルティ形成のど
の段階に影響を与えているのかを示している点で
も有意義である。

は、ナショナル・ブランド (NB) のプロモーショ
ンに対する態度とプライベート・ブランド (PB)
に対する態度を中心とした先行要因・結果要因に
関するモデルを構築し、共分散構造分析によりモ
デルを検証した。この結果、NB プロモーション
態度は NB プロモーション時の購買比率を高め
ることを示し、プロモーションが行動的ロイヤル
ティに影響を与えていることを検証した。ただし
この研究ではプロモーションを、例えば短期的プ
ロモーションと長期的プロモーションといったよ
うに、目的に応じた区分をせずに検証を行ってい
る点に課題がある。

　Youjae & Hoseong (2003) は、顧客ロイヤル
ティをプログラム・ロイヤルティとブランド・ロ
イヤルティとに分け、図 2 に示す仮説モデルが

高関与状況と低関与状況で異なることを示した。
高関与状況ではロイヤルティ・プログラムの知覚
価値がブランド・ロイヤルティに直接的にも間接

図 1　ストア・ロイヤルティ形成モデルの共分散構造分析結果
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的にも影響を与えているが、低関与状況ではロイ
ヤルティ・プログラムの知覚価値がプログラム・
ロイヤルティを通じてブランド・ロイヤルティに
影響を与えるものの、直接的にブランド・ロイヤ
ルティに影響を与えないことを明らかにした。こ
の研究はプログラム・ロイヤルティという概念を
提示したことが有意義であるが、高関与状況でも、
極めて高い関与状況にある顧客のロイヤルティ・
プログラムに対する反応までは明らかにしていな
い点が課題として挙げられる。
　Lewis (2004) は、ロイヤルティ・プログラム

およびその他のマーケティング戦略のダイナミッ
クな顧客反応モデルを構築し、シミュレーショ
ンにより、プロモーションの効果測定を行った。
E-mail クーポンは週当たり購買比率 0.2 ポイン
トアップ、1 人当たり平均売上高 $10 アップの
効果であるのに対し、ロイヤルティ・プログラ
ムは購買比率 0.5 ポイントアップ、1 人当たり
平均売上高 $13 アップとなっていることから、
E-mail クーポンよりもロイヤルティ・プログラ
ムの方が、効果が高いことを示した。

3.1.　プロモーションのストア・ロイヤル
ティ形成仮説モデルの設定

　本研究では Youjae & Hoseong (2003) が示し
たプログラム・ロイヤルティとストア・ロイヤル
ティとの関係を参考に、プロモーションのストア・
ロイヤルティ形成モデルの構築を行う。
　Youjae & Hoseong (2003) が示したプログラ
ム知覚価値を、本研究では、より具体的に短期
的プロモーション、長期的プロモーション、FSP
充実度に分割して考えることとした。また、立地
利便性および総合満足度はストア・ロイヤルティ
の形成を検討する際、欠かせない要素であると考
えられるため (Oliver, 1999; 剣持 , 2006; 小野 , 
2010)、これらの要素も仮説モデルに組み込んだ。

3.1.1.　プロモーションが与える影響
　まず初めにプロモーションを、①短期的プロ
モーション、②長期的プロモーションの二つに分
類して考えることとし、具体的には以下のような
分類基準を設定した。
　短期的プロモーションは、特定の製品について
期間中に何回も使える「定期購入券」形式のポイ
ント・プロモーション ( 中村 , 2007) や一回の会
計での金額が一定額以上になった時にくじ引きが
できるような、一時的なお得感を演出するプロ
モーションを分類した。

　長期的プロモーションは、定められたポイント
蓄積期間の間に一定のポイントをためると景品
がもらえるようなプロモーション (Woolf, 2001)
や、年間累計ポイントの高さに応じてゴールド
カード、プラチナカードといったステップアッ
プしていくプログラム (Woolf, 2001) のような、
長期間の取引を前提としたプロモーションを分類
した。来店しただけで付与される来店ポイント
(Woolf, 2001) も長期的プロモーションとして分
類した。
　また、表 2 に現在の日本のコンビニエンスス
トアにおける短期的プロモーションおよび長期的
プロモーションの特徴を示す。短期的プロモー
ションは消費者に十分認知されていることから、
プログラム・ロイヤルティ (Youjae & Hoseong, 
2003) や総合満足度を構成する要素になっている
ものと考える。一方で、取引単位での報奨である
ことから、長期的な取引を前提としたストア・ロ
イヤルティを高めるにはインパクトが弱く、影響
を与えていないものと考える。これより、以下の
仮説を設定する。

H1a：	 短期的プロモーションの満足度が高まると、
プログラム・ロイヤルティが高まる

H1b：	 短期的プロモーションの満足度が高まると、
総合満足度が高まる

3.　仮説の設定
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　長期的プロモーションは表 2 に示している通
り、報奨内容が各企業でまちまちな状況にある上、
消費者に報奨獲得コストの相場観も形成されてい
ないため、プロモーションとしての価値評価がプ
ログラム・ロイヤルティや総合満足度に連動せず
に、ばらつくことが考えられる。また、消費者か
らの認知が低く、一過性のプロモーションとして
捉えられている可能性があることから、まだプロ
グラム・ロイヤルティや総合満足度に影響を与え
る要素になっていないものと考える。一方、長期
的プロモーショは、短期的プロモーションと異な
り、複数回の取引が前提になっている。よって、
リピート購買や再来店を消費者に促すことから、
ストア・ロイヤルティが低い顧客でも一時的にス
トア・ロイヤルティを高めることができるものと
考える。これより、以下の仮説を設定する。

H2：	 長期的プロモーションの満足度が高まる
と、ストア・ロイヤルティが高まる

3.1.2.　FSP充実度が与える影響
　剣持 (2006) は、FSP 充実度がストア・ロイヤ
ルティに直接影響を与えず、総合満足度を通じて
間接的に影響を与えることを示した。本研究でも
この研究結果を支持して仮説の設定を行う。また、
FSP 充実度はプログラム・ロイヤルティにも正
の影響を与えることが考えられることから、以下
の仮説を設定する。

H3a：	 FSP充実度が高まると、プログラム・ロイヤ
ルティが高まる

H3b：	 FSP充実度が高まると、総合満足度が高まる

3.1.3.　立地利便性が与える影響
　小売業において、立地利便性がストア・ロイヤ
ルティの形成に影響を及ぼすことを示す研究の歴
史は古い。特に Huff (1964) が示した、ある地点
の消費者がある地点の店舗に買物に出かける確率
を数理モデルにしたハフモデルはよく知られてい
るところである。また立地利便性は、プログラム・
ロイヤルティや総合満足度にも影響を与えている
ことが考えられることから、本研究では以下の仮
説を設定する。

H4a：	 立地利便性が高まると、プログラム・ロ
イヤルティが高まる

H4b：	 立地利便性が高まると、総合満足度が高
まる

H4c：	 立地利便性が高まると、ストア・ロイヤ
ルティが高まる

3.1.4.　プログラム・ロイヤルティが与える影響
　Youjae & Hoseong (2003) は、ブランド・ロイ
ヤルティ形成の仮説モデル検証において、プログ
ラム・ロイヤルティがストア・ロイヤルティ形成
に正の影響を与えていることを明らかにしている。
　またプログラム・ロイヤルティは総合満足度に

表 2　コンビニエンスストアにおける短期的プロモーションおよび長期的プロモーションの特徴表2　コンビニエンスストアにおける短期的プロモーションおよび長期的プロモーション
の特徴	

!  

図3　プロモーションのストア・ロイヤルティ形成モデル	

� 	

表3　弁別妥当性の確認 (相関係数の平方およびAVE) 

! 	

短期的プロモーション 長期的プロモーション
報奨獲得基準 1回単位の購買で、特定商品の購買、

一定金額以上の支払いなどの基準を満
たした時、報奨が得られる。各企業類似
した基準となっている。

複数回単位の購買で、一定個数以上の購買、一定金額以上の累積
購買金額などの基準を満たした時、報奨が得られる。企業によって獲
得基準が異なる。

報奨獲得コスト 1回単位の購買で即座に報奨が得られ
るため、報奨を獲得するためのコストは
かからない。

一定個数、一定累積購買金額の基準を満たすまで報奨が得られない
ため、消費者にとっては「数多くある店の中からその店を選んで買って
いる（その店に貢献している）のにまだ報奨が得られない」という心理
的コストが報奨を得るまでの期間発生する。また、プロモーション期間
内に報奨を得られないかもしれないという報奨損失コストもある。

報奨内容 一定率の割引、一定率のポイント付与、
景品など。各企業類似した報奨内容と
なっている。

翌月のポイント付与率アップ、無料クーポン、景品など。企業によって
報奨内容が異なる。

プロモーションの
浸透状況

多くの消費者が認知し、報奨獲得経験
を持つ。

実施されて間もないプロモーションであり、消費者認知も低く、報奨獲
得経験者も少ない。

1 2 3 4 5 6
1. 短期的プロモーション .5071

2. FSP充実度 .381 .6431

3. 立地利便性 .209 .156 .6431

4. プログラム・ロイヤルティ .291 .362 .394 .7721

5. 総合満足度 .197 .160 .334 .241 .7491

6. ストア・ロイヤルティ .109 .059 .223 .163 .266 .7521

1 網掛け部分は平均分散抽出度(AVE)を表示

!2
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も影響を与えていることが考えられるため、以下
の仮説を設定する。

H5a：	 プログラム・ロイヤルティが高まると、総合満
足度が高まる

H5b：	 プログラム・ロイヤルティが高まると、ストア・
ロイヤルティが高まる

3.1.5.　総合満足度が与える影響
　総合満足度がロイヤルティに影響を与えるこ
とに関する研究はこれまでに数多くなされてい

る (Oliver, 1997; Reynolds & Arnold, 2000; 
Mägi, 2003; 小野 , 2010)。本研究ではこれらの
先行研究結果に基づき、以下の仮説を設定する。

H6：	 総合満足度が高まると、ストア・ロイヤルティ
が高まる

3.1.6.　プロモーションのストア・ロイヤル
ティ形成モデルの設定

　上記で設定した仮説を「プロモーションのスト
ア・ロイヤルティ形成モデル」として図 3 に示す。

3.2.　仮説モデルの態度的ロイヤルティの
違いによる差の仮説設定

　本研究ではある特定のブランドに対して極めて
高いブランド・リレーションシップ状況にある顧
客を熱中的ロイヤル顧客と定義し、それ以外の顧
客を一般顧客と定義する。熱中的ロイヤル顧客が
一般顧客と比較して、特徴的な消費行動を示す
ことについてはこれまでにいくつか研究されて
いる (Fournier, 1998; 久保田 , 2010a,2010b; 
Oliver et al., 1997; 井上 , 2009; 堀田 , 2012; 
和田 , 2015a, 2015b; Urban, 2005; Fuggetta, 
2012)。中でも Fuggetta (2012) は、熱中的ロイ
ヤル顧客は、彼らがそのブランドに対して行う口
コミや他の顧客サポート、ブランドの擁護といっ
た行動に対して見返りを求めない特徴を持つこと

を示している。この研究結果に基づけば、熱中的
ロイヤル顧客は、本研究の仮説モデルでストア・
ロイヤルティに影響を与えると考えている長期的
プロモーションやプログラム・ロイヤルティから
得られる便益に、それほど価値を感じないものと
考える。このことから以下の仮説を設定する。

H7a：	 熱中的ロイヤル顧客の方が、一般顧客より
も、長期的プロモーションがストア・ロイヤル
ティに与える影響が小さい

H7b：	 熱中的ロイヤル顧客の方が、一般顧客より
も、プログラム・ロイヤルティがストア・ロイヤ
ルティに与える影響が小さい

　反面、総合満足度のような態度に関する指標は
熱中的ロイヤル顧客こそストア・ロイヤルティに

図 3　プロモーションのストア・ロイヤルティ形成モデル

表2　コンビニエンスストアにおける短期的プロモーションおよび長期的プロモーション
の特徴	

!  

図3　プロモーションのストア・ロイヤルティ形成モデル	

� 	

表3　弁別妥当性の確認 (相関係数の平方およびAVE) 

! 	

短期的プロモーション 長期的プロモーション
報奨獲得基準 1回単位の購買で、特定商品の購買、

一定金額以上の支払いなどの基準を満
たした時、報奨が得られる。各企業類似
した基準となっている。

複数回単位の購買で、一定個数以上の購買、一定金額以上の累積
購買金額などの基準を満たした時、報奨が得られる。企業によって獲
得基準が異なる。

報奨獲得コスト 1回単位の購買で即座に報奨が得られ
るため、報奨を獲得するためのコストは
かからない。

一定個数、一定累積購買金額の基準を満たすまで報奨が得られない
ため、消費者にとっては「数多くある店の中からその店を選んで買って
いる（その店に貢献している）のにまだ報奨が得られない」という心理
的コストが報奨を得るまでの期間発生する。また、プロモーション期間
内に報奨を得られないかもしれないという報奨損失コストもある。

報奨内容 一定率の割引、一定率のポイント付与、
景品など。各企業類似した報奨内容と
なっている。

翌月のポイント付与率アップ、無料クーポン、景品など。企業によって
報奨内容が異なる。

プロモーションの
浸透状況

多くの消費者が認知し、報奨獲得経験
を持つ。

実施されて間もないプロモーションであり、消費者認知も低く、報奨獲
得経験者も少ない。

1 2 3 4 5 6
1. 短期的プロモーション .5071

2. FSP充実度 .381 .6431

3. 立地利便性 .209 .156 .6431

4. プログラム・ロイヤルティ .291 .362 .394 .7721

5. 総合満足度 .197 .160 .334 .241 .7491

6. ストア・ロイヤルティ .109 .059 .223 .163 .266 .7521

1 網掛け部分は平均分散抽出度(AVE)を表示

!2
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大きな影響を与えることが考えられる。このこと
から以下の仮説を設定する。

H7c：	 熱中的ロイヤル顧客の方が、一般顧客より
も、総合満足度がストア・ロイヤルティに与え
る影響が大きい

　また、Dick & Basu (1994) によれば立地利便
性は、反復購買が高いものの相対的態度が低い、
見せかけのロイヤルティ状況で、より効果を発揮
していることを示している。このことから以下の
仮説を設定する。

H7d：	 熱中的ロイヤル顧客の方が、一般顧客より
も、立地利便性がストア・ロイヤルティに与え
る影響が小さい

3.3.　プロモーション効果の市場地位の違い
による差の仮説設定

　実務的な示唆を得る観点から、調査対象とした
コンビニエンスストアの市場地位の違い、すなわ
ち売上規模の違いによりプロモーション効果がど
のように異なるのかについて仮説を設定する。

　里村 (1997) は市場地位の高いブランドは信頼
価格期待値が高く、安い金額で販売されていても
ブランドによる品質推定機能が働くことを示して
いる。本研究では、里村 (1997) の研究を小売ブ
ランドに転じて、市場地位の高い企業は信頼感が
高いことから、市場地位の低い企業と比較して短
期的プロモーションの満足度が高くなるという仮
説を設定する。
　また、市場地位の高いコンビニエンスストア企
業は、市場地位の低い企業と比較して、プロモー
ションに投資できる金額が多いことが想定され
る。よって、バラエティに富んだインパクトの高
いプロモーションを実施できることが考えられ
る。これより市場地位の高い企業は市場地位の低
い企業より、プログラム・ロイヤルティが高くな
るという仮説を設定する。

H8a：	 市場地位の高いコンビニエンスストア企業の
方が、低い企業よりも、短期的プロモーショ
ンの満足度が高い

H8b：	 市場地位の高いコンビニエンスストア企業の
方が、低い企業よりも、プログラム・ロイヤ
ルティが高い

4.1.　調査方法

　調査は株式会社マクロミル社の Web アンケー
トモニターを活用して、本調査回答対象者を絞り
込むためのスクリーニング調査と、本調査とに
分けて実施した。スクリーニング調査は 2015 年
11 月 5 日～ 10 日に実施し、9,836 名から回答
を得た。本調査は 2015 年 11 月 10 日～ 11 日
に実施し、1,236 名から回答を得た。
　本研究では、売上規模が大きく全国展開して
いるコンビニエンスストア A 社、B 社、C 社と、
売上規模が小さく特定の都道府県で展開している
コンビニエンスストア D 社を対象に調査を行っ
た。スクリーニング調査は D 社の回答を十分量

得るために特定都道府県を対象に 4,836 名から
の回答を回収し、それとは別に全国からも 5,000
名の回答を回収した。スクリーニング調査の回収
数は性別・年代別の人口に比例して回収しており、
年代については 20 代、30 代、40 代、50 代か
ら回収した。また、正確な評価を得るために、消
費者一人当たりの全コンビニエンスストアの訪問
回数が平均的に月10回以上の回答者を抽出した。
調査対象となるコンビニエンスストア 4 社につ
いては、日常生活において行ける場所にあるコン
ビニエンスストアについてのみ、各社の利用状況、
態度に関する設問の回答を得た。

4.　調査概要
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4.2.　使用データの調整・特徴

　売上規模の小さい D 社については、売上規模
の大きい企業と比較して実施しているプロモー
ションが極めて少なく、A 社、B 社、C 社と比較
することが困難なことから、D 社データは市場
地位の差の分析のみに用いることとし、プロモー
ションのストア・ロイヤルティ形成モデルの検証
には A 社、B 社、C 社のデータを用いることと
した。
　コンビニエンスストアのプロモーションはポイ
ントカードを通じて実施されるプロモーションが
多いため、プロモーションのストア・ロイヤル
ティ形成モデルの検証には、A 社、B 社、C 社の
ポイントカード保有者を抽出したデータを用いる
こととした。データ数は、コンビニエンスストア
A社415件、B社563件、C社376件の合計1,354
件となった。
　本調査で抽出したデータは、熱中的ロイヤル顧
客の特徴を捉えるため、通常の分布より多くの熱
中的ロイヤル顧客を抽出している。よって、通常の
分布における熱中的ロイヤル顧客比率がどのように
なっているのか、データ抽出前のスクリーニング調
査結果から調べたところ、熱中的ロイヤル顧客比率
は 3 店平均で 4.7%であった。このことから、コン
ビニエンスストアに来店している顧客の 95% 以
上が一般顧客となっていることがわかった。
　プロモーション効果の市場地位の違いによる差
の仮説の検証には熱中的ロイヤル顧客を多く抽出
したデータの活用がふさわしくないため、スク
リーニング調査の出現率から分布を調整し、コン
ビニエンスストア A 社 340 件、B 社 498 件、C
社 360 件、D 社 269 件の合計 1,467 件の新たな
データセットを作成し、このデータを用いて分析
を行った。

4.3.　測定尺度

4.3.1.　短期的プロモーションの測定

　短期的プロモーションの測定については、コン
ビニエンスストアのプロモーション実施状況調査
結果から、①特定商品の購入でもらえる特典、②
特定の期間や特定の曜日にポイントが倍増する
サービス、③買上金額 700 円ごとのくじ引きサー
ビス、について、A 社、B 社、C 社ともに実施実
績があることがわかったため、短期的プロモー
ション項目とした。プロモーションの評価につい
ては、回答者がそのプロモーションの存在を知ら
ない場合もあるため、本研究ではプロモーション
認知有無で分割して測定することとした。具体的
には、該当プロモーションを知っている回答者に
ついては 5 件法による満足度の 5 段階評価 1 を
行った。該当プロモーションを知らない回答者に
ついては、そのプロモーションの必要性の評価を
5 件法で得た。そのプロモーションが「極めて必
要」との回答には、そのプロモーションが極めて
必要であるにも関わらず、そのプロモーションの
存在を知らされていないという観点から満足度評
価を 1 とした。同様に、「やや必要」の回答には、
満足度評価 2 を対応させ、「どちらとも言えない」、

「あまり必要ではない」、「全く必要ではない」に
ついては、必要のない度合いによって満足度が高
まるわけではないと考え、満足度評価 3 を対応
させた。

4.3.2.　長期的プロモーションの測定
　長期的プロモーションについては、コンビニエ
ンスストアのプロモーション実施状況調査結果か
ら、① 1 ヶ月利用額に応じて会員のランクがアッ
プし、それに応じてポイント付与率がアップする
サービス、②特定商品を期間内に一定回数以上買
うともらえる特典、③一定回数以上の来店でもら
える特典、が見受けられた。これら三つのプロ
モーションすべてを実施している企業はなく、各
社一つもしくは二つを実施していた。よって、長
期的プロモーションの満足度評価としては、二つ
のプロモーションを実施している企業については
2 項目の満足度の平均値を、一つのプロモーショ

１　満足度の 5 段階評価は「極めて満足」を 5、「やや満足」を 4、「どちらとも言えない」を 3、「やや不満」を 2、「極めて不満」
を1として評価している
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ンを実施している企業についてはその項目の満足
度を一つの長期的プロモーションの観測変数とし
て取り扱うこととした。このことにより、長期的
プロモーションは当初、潜在変数として取り扱う
ことを想定していたが、観測変数としてモデルに
組み込むこととなった。なお、プロモーション認
知状況別の満足度評価は短期的プロモーションと
同様の処理を行っており、5 段階で評価している。

4.3.3.　FSP充実度の測定
　FSP 充 実 度 に つ い て は、O’Brien & Jones 
(1995) が挙げた、①償還報酬の金銭的価値、②
償還報酬の選択幅、③償還報酬の魅力度、④償還
報酬の獲得可能性、⑤報酬スキームの利便性、の
ロイヤルティ・プログラムの価値を定める 5 要
素 2 を参考に、Youjae & Hoseong (2003) の研
究で抽出した償還報酬の金銭的価値、償還報酬の
魅力度、償還報酬の獲得可能性を本研究でも活用
することとした。これに、剣持 (2008) を参考に、

「ポイントカードの持ち運びやすさ」を加え、最
終的には①該当コンビニ店のポイントカードの持
ち運びのしやすさ、②該当コンビニ店のポイント
カードで得られる特典の金額的なお得感、③該当
コンビニ店のポイントカードで得られる特典の魅
力度、④該当コンビニ店のポイントカードで得ら
れる特典の獲得のしやすさ、の 4 要素について 5
件法で測定した。

4.3.4.　立地利便性の測定
　立地利便性の測定については、剣持 (2006) で
は、①時間距離、②交通手段、③立地満足度の 3
要素を用いており、横山 (2015) は①買い物をす
るのに便利な場所にある、②お店までの交通手段
を利用しやすい、③お店はいい場所にある、④
来やすい場所にある、の 4 要素で評価している。
横山 (2015) の 4 要素および剣持 (2006) の交通
手段、立地満足度評価はいずれも「その店の行き

やすさ」に関する測定尺度であるため、本研究で
は一つの項目として扱うこととした。これらの先
行研究を参考に、本研究では立地利便性を、①自
分がよくいる場所 ( 自宅、勤務先、学校など ) か
ら該当コンビニ店はとても近くにある、②該当コ
ンビニ店はとても立ち寄りやすい、の 2 要素とし、
5 件法で測定した。

4.3.5.　プログラム・ロイヤルティの測定
　プログラム・ロイヤルティの測定については、
Youjae & Hoseong (2003) が設定した 3 要素を
採用した。具体的には、①該当コンビニ店が実施
しているキャンペーンやポイントカードなどが他
の店よりも好きである、②該当コンビニ店が実施
しているキャンペーンやポイントカードがとても
魅力的、③該当コンビニ店が実施しているキャン
ペーンやポイントカードを他の人にも薦めたい、
の 3 要素を 5 件法で測定した。

4.3.6.　総合満足度の測定
　総合満足度の測定については、小野 (2010) が
示している JCSI3 における測定方法を採用し、①
過去 1 年間の利用経験を踏まえて該当コンビニ
店にとても満足している、②過去 1 年間を振り
返って、該当コンビニ店を選んだことはあなたに
とって良い選択であった、③該当コンビニ店の利
用は、あなたの生活を豊かにすることにとても役
に立っている、の 3 要素を 5 件法で測定した。

4.3.7.　ストア・ロイヤルティの測定
　ストア・ロイヤルティについては、Jacoby & 
Chestnut (1978) が示している通り、様々な測定
方法が存在する。守口 (2003) はロイヤルティを
セグメント化する上で、購買比率を指標として用
いた。また、Mägi (2003) はロイヤルティの指
標として購買シェアと訪問シェアの二つを採用し
た。本研究でもこれらの先行研究の視点で測定す

２　5 要素の日本語訳は井上淳子抄訳 「ロイヤルティ・プログラムが消費者の知覚価値、プログラム・ロイヤルティ、ブランド・
ロイヤルティに与える影響」　『インストアマーケティングに関する欧米の研究論文集』, Vol.2, 53 を活用した。

３　JCSI (Japan Csutomer Satisfaction Index) は日本版顧客満足度指数のことで、サービス産業の競争力強化を目的と
した国家的プロジェクトの中で開発され、2009 年度よりサービス産業生産性協議会により運営されている。調査結
果の一部がネット上で公開されている。http://www.service-js.jp/ 参照。
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ることとした。具体的には、①該当コンビニ店訪
問回数シェアとして、該当コンビニ店訪問回数÷
全コンビニ店訪問回数を算出した。また、②コン
ビニエンスストアに行く回数として、「該当コン
ビニ店に一番多く行っている」、③コンビニエン
スストアで使う金額として、「該当コンビニ店に
一番多く使っている」、を 5 件法により評価した。
なお、本研究のタイトルにもなっている行動ロイ
ヤルティは、測定方法から明らかなように、ここ
で示しているストア・ロイヤルティと同じ意味で
あるものと定義する。

4.3.8.　態度ロイヤルティの測定
　態度ロイヤルティの測定は、ブランド・リ
レーションシップ研究の概念を参考に、久保田
(2010a,2010b) によって示された九つの要素を
採用した。具体的には、①該当コンビニ店との間
に強い結びつきを感じる、②私にとって該当コン
ビニ店は自分の一部のようなものだ、③もし人に
例えるなら、私にとって該当コンビニ店は単なる
知り合いというより、家族・親友・恋人のような
存在だ、④該当コンビニ店のことを考えると、何
となく楽しい気持ちになる、⑤該当コンビニ店の

ことを考えると、ちょっと幸せな気持ちになる、
⑥該当コンビニ店のことを考えると、何となくう
れしくなる、⑦該当コンビニ店がお気に入りだと
いうことを誰かに自慢したくなる、⑧該当コンビ
ニ店がお気に入りだということを誇らしく感じ
る、⑨該当コンビニ店がお気に入りだということ
を、他の人が気づいてくれると何となくうれしく
なる、を 5 件法によって測定した。
　なお、本研究では熱中的ロイヤル顧客と一般顧
客との間でプロモーションのストア・ロイヤル
ティ形成モデルの差の仮説の検証を行う必要があ
ることから、熱中的ロイヤル顧客と一般顧客とを
分ける基準値を設定する必要がある。そこで前述
のブランド・リレーションシップの九つの要素
の 5 件法による評価結果の平均値を態度ロイヤ
ルティ得点として、スクリーニング調査結果から
4 以上の比率を算出したところ 4.7% となった。
5% に達しない 4.7% という出現比率であれば熱
中的ロイヤル顧客と分類するのにふさわしい比率
と考え、態度ロイヤルティ得点 4 以上を基準値
として、熱中的ロイヤル顧客と、一般顧客とを分
類することとした。

　この章ではまず初めに、収集したデータを統
計的に処理しても問題ないかどうかを確認した
後、仮説について検証を行う。なお、本研究では
IBM SPSS Statistics バージョン 23 および IBM 
SPSS Amos 23.0.0 を分析に活用した。

5.1.　フロア効果・天井効果の確認

　本研究で取り扱う 5 件法で測定した観測変数
がフロア効果・天井効果の影響を受けていないか
をプロモーションのストア・ロイヤルティ形成モ
デル検証用データおよび市場地位の差検証用デー
タについて確認したところ、フロア効果も、天井
効果も生じていなかった。

5.2.　構成概念の信頼性と妥当性の確認

　仮説検証を行う前に仮説を構成する概念の信頼
性および妥当性について確認を行う。
　まず初めに、観測変数の妥当性を確認するため
確認的因子分析 (CFA) を行ったところ、すべて
のパスが 0.1% 水準で有意となった。
　適合度指標は χ2（120）=486.135（p=.000）、
G F I = . 9 6 1 、AG F I = . 9 4 4 、C F I = . 9 7 7 、
RMSEA=.047 となった。χ2 検定は有意になら
なかったが、久保田（2010a）の解釈と同様、χ2 検
定が有効に機能するための上限データ数を示す
ホルターの臨界標本数 (Hoelter .05=187) を、
本研究のデータ数 (n=1,354) が十分に上回っ
ていたことから、その他の適合度指標で適合度

5.　分析結果と仮説の検証
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を判断することとした。Schermelleh-Engel, 
Moosbrugger, & Müller (2003) は、GFI ≧ .90、
AGFI ≧ .85、CFI ≧ .95、RMSEA ≦ .08 をモデ
ル採用の基準として推奨している。本研究の適合
度指標を Schermelleh-Engel et al. (2003) のモ
デル採用基準と比較した結果、すべての基準を上
回っていることから本研究で使用する観測変数の
妥当性が確認された。
　また、信頼性を確認するためにクロンバック
のαを算出したところ、.751 から .908 までの
値となった。この数値は Hair, Black, Babin, 
& Anderson (2013) が推奨する Chronbach’ s 
alpha > .7 を満たしており、信頼性についても問

題ないことが確認された。
　構成概念の妥当性の確認については、収束妥当
性と弁別妥当性の検討を行った。
　収束妥当性は CFA の標準化推定値及び平均
分散抽出度 (AVE) より確認できる。標準化推定
値は .527 から .960 までの値となり、いずれも
Hair et al. (2013) が推奨する標準化推定値 ≧ .5
の基準を満たした。平均分散抽出度 (AVE) につ
いても .507 から .772 までの値となり、Hair et 
al. (2013) が推奨する AVE ≧ .5 の基準を満たし
た。以上の結果より、本研究で取り扱う構成概念
の収束妥当性については問題のないことが確認さ
れた。

　続いて弁別妥当性について確認を行う。Hair 
et al. (2013) は、構成概念の AVE が他の構成概
念との相関係数の平方より大きいことで、弁別妥
当性が確認できるとしている。表 3 に示す通り、
すべての構成概念で AVE が相関係数の平方を上
回っており、弁別妥当性が確認された。
　以上の結果より、本研究で使用する構成概念の
信頼性、妥当性については問題ないと判断した。

5.3.　プロモーションのストア・ロイヤル
ティ形成モデルの検証

　プロモーションのストア・ロイヤルティ形成の
仮説モデルの検証結果を図 4 に示す。
　 適 合 度 指 標 は χ2(139)=774.900(p=.000)、
G F I = . 9 4 3 、AG F I = . 9 2 3 、C F I = . 9 6 2 、
RMSEA=.058 となった。χ2 値は有意でないが、
本研究のデータ数 (n=1,354) が大きく、他の適

合度指標のいずれの数値も Hair et al. (2013) お
よび Schermelleh-Engel et al. (2003) のモデル
採用基準を上回っていることから、仮説モデルの
適合性が十分に高いことが明らかになった。
　また、仮説同様すべてのパスの推定値がプラス
で、5% を上回る水準で有意になったことから仮
説 H1a ～ H6 はすべて支持された。
　当仮説が検証されたことにより、①短期的プロ
モーションおよび FSP 充実度はストア・ロイヤ
ルティに直接影響を及ぼさず、プログラム・ロイ
ヤルティや総合満足度を通じて間接的にストア・
ロイヤルティ形成に貢献していること、②長期的
プロモーションはストア・ロイヤルティ形成に直
接的な影響を与えていること、③立地利便性はプ
ログラム・ロイヤルティ、総合満足度、ストア・
ロイヤルティのいずれにも大きな影響を与えてい
ること、④ストア・ロイヤルティには立地利便
性、長期的プロモーション、プログラム・ロイヤ

表 3　弁別妥当性の確認 ( 相関係数の平方およびAVE)

 

剣持論文・表 3 差し替えのお願い 

 

P12 の表 3 を以下のものと差し替えていただけますと有難く存じます。 

（※前回提出分に、網掛けのセルの左上にエクセルのエラー表示マークが残っていたため、

それを取り除きました） 

 

 
 

以 上 

 

1 2 3 4 5 6
1. 短期的プロモーション .5071

2. FSP充実度 .381 .6431

3. 立地利便性 .209 .156 .6431

4. プログラム・ロイヤルティ .291 .362 .394 .7721

5. 総合満足度 .197 .160 .334 .241 .7491

6. ストア・ロイヤルティ .109 .059 .223 .163 .266 .7521

1 網掛け部分は平均分散抽出度(AVE)を表示
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ルティ、総合満足度が影響を与えており、中でも
総合満足度からの影響が最も大きいこと、という

知見が得られた。

5.4.　プロモーションのストア・ロイヤル
ティ形成モデルの多母集団分析

　プロモーションのストア・ロイヤルティ形成
モデルについて、一般顧客と熱中的ロイヤル顧
客とでどのような違いが生じるのかを明らかに
することを目的に、多母集団分析を行った。適
合度指標についてはχ2(278)=911.414(p<.001)、
G F I = . 9 3 4 、AG F I = . 9 0 9 、C F I = . 9 5 9 、
RMSEA=.041 となり、χ2 値は有意でないが、
本研究のデータ数 (n=1,354) が大きく、他の適
合度指標のいずれの数値も Hair et al. (2013) お
よび Schermelleh-Engel et al. (2003) のモデル
採用基準を上回っていることから、多母集団分析
の適合性が十分に高いことが明らかになった。
　一般顧客と熱中的ロイヤル顧客の標準化推定値
および非標準化推定値の差の検定結果を表 4 に
示す。
　ストア・ロイヤルティへの 4 要因の影響の差
についての仮説の検証結果としては、表 4 に示

す通り H7a：長期的プロモーション→ストア・
ロイヤルティ、H7b：プログラム・ロイヤルティ
→ストア・ロイヤルティ、H7c：総合満足度→ス
トア・ロイヤルティで有意差が生じず、仮説は支
持されなかったが、H7d：立地利便性→ストア・
ロイヤルティは 5% 水準で有意差があり、仮説は
支持された。
　熱中的ロイヤル顧客の方が、一般顧客よりも、
立地利便性がストア・ロイヤルティに与える影響
が小さいという仮説が支持されたことには大きな
意味がある。小売業における立地の重要性は、古
くは Huff (1964) の研究に見られるように、売上
やロイヤルティに直結する項目として注目されて
いる。本研究でも図 4 において立地利便性の影
響力の強さを明らかにしている。その一方で、小
売店はひとたび建設されてしまうと、立地利便性
を改善することが困難であるケースが多く、立地
利便性は所与のものとして受け入れるしかないと
考えがちである。しかし、今回の熱中的ロイヤル
顧客のストア・ロイヤルティに対する立地利便性

４　観測変数は省略している。また、短期的プロモーションと FSP 充実度が、同じプロモーションの評価としてある程度の
相関関係が想定されることから共分散の関係を設定した。このことは長期的プロモーションにおいても同様であるため、
長期的プロモーションの誤差変数と短期的プロモーションおよび FSP 充実度との間にも共分散の関係を設定した。
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非標準化
推定値 標準誤差 標準化

推定値
非標準化
推定値 標準誤差 標準化

推定値
H7a 長期的プロモーション→ストア・ロイヤルティ .010 .005 .054+ .003 .006 .042n.s. -.900n.s.

H7b プログラム・ロイヤルティ→ストア・ロイヤルティ .015 .006 .080* .021 .013 .196n.s. .404n.s.

H7c 総合満足度→ストア・ロイヤルティ .058 .007 .284*** .033 .020 .153n.s. -1.145n.s.

H7d 立地利便性→ストア・ロイヤルティ .041 .007 .233*** -.004 .015 -.029n.s. -2.702**
n.s. 非有意 + p<.10 * p<.05 ** p<.01 *** p<.001

仮説 パス
一般顧客 熱中的ロイヤル顧客 差の

検定
統計量

仮説 項目
市場地位の
高い企業の
平均値

市場地位の
低い企業の
平均値

平均の差

H8a 該当コンビニ店1での特定商品の購入でもらえる特典（プラスポイント、値
引き、景品プレゼント、抽選参加、など） 3.32 3.33 -.01ns.

H8b-1 該当コンビニ店1のポイントカードの持ち運びのしやすさ 4.09 4.02 .07ns.

H8b-2 該当コンビニ店1のポイントカードで得られる特典の金額的なお得感 3.58 3.28 .30***
H8b-3 該当コンビニ店1のポイントカードで得られる特典の魅力度 3.47 3.05 .42***
H8b-4 該当コンビニ店1のポイントカードで得られる特典の獲得のしやすさ 3.51 3.22 .29***
n.s. 非有意 + p<.10 * p<.05 ** p<.01 *** p<.001
1 該当コンビニ店には本研究で調査対象としたコンビニエンスストア名が示される

!3
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の影響が一般顧客より低いという結果は、より多
くの一般顧客を熱中的ロイヤル顧客に育てること
で、立地利便性のマイナス面をカバーできること
が示されたこととなる。コンビニエンスストアは
より多くの顧客を熱中的ロイヤル顧客の領域にま

で育成し、維持していくことが重要となる。
　また、一般顧客においてはストア・ロイヤルティ
に影響を与える 4 要因すべてのパスが有意にな
り、中でも総合満足度が与える影響が最も大きい
ことが示された。

5.5.　市場地位の差の分析

　市場地位の高いコンビニエンスストア A 社、B
社、C 社と市場地位の低い D 社との間でプロモー
ション効果がどのように異なるか、t 検定を行っ
た結果を表 5 に示す。
　短期プロモーションについては、D 社が唯一
実施しているプロモーションであった「特定商品
の購入でもらえる特典」について、A,B,C 社と
平均の差を比較したが、有意差は生じてなく、仮
説 H8a は支持されなかった。特定商品の購入で
もらえる特典のプロモーションは、ポイントカー
ドが導入されている企業であればどこでも実施し
ているプロモーションであり、企業による差が認
知されにくいことから、市場地位の差による効果

の差が出なかったものと考えられる。
　プログラム・ロイヤルティについては、本研究
で観測変数として抽出した、①該当コンビニ店の
ポイントカードの持ち運びのしやすさ、②該当コ
ンビニ店のポイントカードで得られる特典の金額
的なお得感、③該当コンビニ店のポイントカード
で得られる特典の魅力度、④該当コンビニ店のポ
イントカードで得られる特典の獲得のしやすさ、
の4要素について市場地位の差のt検定を行った。
持ち運びのしやすさについては、有意差が生じず、
仮説 H8b-1 は支持されなかった。市場地位の高
い企業では、ポイントカードをスマートフォン・
アプリにするなど、持ち運びやすさを工夫してい
るが、まだ消費者には十分に認知されていないこ
とから差が生じていないことが考えられた。

　金銭的なお得感、特典の魅力度、特典の獲得
のしやすさについては、市場地位が高い企業が

低い企業より 1% 水準で有意に高い効果を発揮し
ていることが検証された。これより、仮説 H8b-

表 4　一般顧客と熱中的ロイヤル顧客の標準化係数および非標準化係数の差の検定
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　本研究は、コンビニエンスストアを対象とした
プロモーションの研究だが、そこから発展させ、
コンビニエンスストアに対する示唆だけでなく、
メーカーの販売促進としての示唆も併せて示す。

6.1.　ストア・ロイヤルティ形成に関する
実務的示唆

　本研究の結果から、短期的プロモーションおよ
び FSP 充実度はストア・ロイヤルティに直接影
響を及ぼさず、プログラム・ロイヤルティや総合
満足度を介して間接的に影響を及ぼすこと、そし
て、ストア・ロイヤルティは長期的プロモーショ
ン、立地利便性、プログラム・ロイヤルティ、総
合満足度の 4 要因から直接影響を受け、中でも
総合満足度からの影響を最も強く受けることが明
らかになった。
　このことより、コンビニエンスストアは、短期
的プロモーション展開や FSP 充実度の向上を通
じて、ストア・ロイヤルティに最も強い影響を与
える総合満足度を高めることが重要になってく
る。短期的プロモーションは対象商品のターゲッ
ト顧客層のニーズにマッチした景品の提供等が有
効に機能することが考えられる。FSP 充実度は、
近年のポイントカードが氾濫している状況を考え
ると、ポイントカードの差別性を示すことが重要
となる。他社にないユニークなプロモーション展
開が効果を発揮する。
　本研究では長期的プロモーションがストア・ロ
イヤルティにプラスの影響を与えることも明らか
にした。コンビニエンスストアの長期的プロモー
ションは、A,B,C 社各社まちまちの内容になっ
ており、D 社については実施もしてなく、コン
ビニエンスストア業界全体としてまだ模索中の段
階にあることが考えられる。また、長期的プロ

モーションは、顧客の反復購買を前提とすること
から、報奨獲得コストが大きく、そのコストに見
合った報奨を提供できないと逆効果になる危険性
もある。より適切なプロモーションになるよう改
善し続けていくことが求められる。報奨獲得コ
ストを下げる（e.g. 対象商品 30 個の購入でなく、
20 個の購入で報奨を得られるようにする等）、も
しくは報奨内容の知覚便益を高める (e.g. 報奨と
して得られる景品が、このプロモーションでしか
得ることができない希少価値の高い非売品にする
等 ) ことにより長期的プロモーションの価値が高
まる。
 

6.2.　態度ロイヤルティ別分析からの実務的
示唆

　態度ロイヤルティ別にプロモーションのスト
ア・ロイヤルティ形成モデルについて多母集団分
析を行った結果、熱中的ロイヤル顧客の方が、一
般顧客よりも、立地利便性がストア・ロイヤルティ
に与える影響が小さいという仮説が検証された。
このことは、立地にハンディを持つコンビニエン
スストアでも、多くの熱中的ロイヤル顧客を育成
することに成功すれば、立地のハンディを乗り越
えることが可能となることを示している。
　一方で、本研究では態度ロイヤルティの違いに
より、プロモーション効果が異ならないことが明
らかになった。熱中的ロイヤル顧客は、先行研究
が示している通り、顧客間で好きなブランドの購
買や消費の経験をシェアしたり、助け合ったりす
るような顧客間支援行動を積極的にとることが知
られている ( 堀田 , 2012; 和田 , 2015a, 2015b; 
Urban, 2005; Fuggetta, 2012)。このことから、
熱中的ロイヤル顧客に対しては、プロモーション
による更なる購買促進よりも、自社ファンどうし

2,3,4 は支持された。市場地位の高い企業は購買
金額合計 700 円単位でくじ引きが引けるサービ
スや、特定の期間や特定の曜日にポイントが倍増

するサービスなど、飽きが来ないよう変化をつけ
たプロモーションを展開しているため、その点が
評価されたものと考える。

6.　考察と実務的示唆
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が相互にコミュニケーションを取れるようなオン
ライン及びオフラインの顧客コミュニティの場を
提供することが重要となる可能性がある。顧客間
支援行動を活性化させることで、熱中的ロイヤル
顧客から発信される口コミ情報により準ロイヤル
顧客がロイヤル化したり、熱中的ロイヤル顧客か
らのアイデアにより顧客ニーズにマッチした新商
品開発が実現したりする等、顧客側にとっても、
企業側にとっても様々なメリットが得られるよう
になる。
　また、一般顧客のストア・ロイヤルティ形成に
おいては、総合満足度からの影響が最も大きいこ
とが示された。一般顧客については今回示した短
期的プロモーションや FSP 充実度を高めること
に加え、品揃えや店員対応力等の強化も併せて実
施することで総合満足度を高め、ストア・ロイヤ
ルティの向上につなげていくことが重要となる。
　これらを総合的に勘案すると、一般顧客には短
期的・長期的プロモーションや FSP 充実度の向
上を図ることで総合満足度、ストア・ロイヤル
ティを高めて、立地の影響を受けにくいロイヤル
ティを持つ熱中的ロイヤル顧客へと育成するとと
もに、熱中的ロイヤル顧客を維持するために、顧
客間支援行動をバックアップするマーケティング
活動を行っていくことが有効となる。

6.3.　市場地位の高い企業、低い企業への
実務的示唆

　本研究により、市場地位の高い企業は低い企
業よりも FSP 充実度が高いことが明らかになっ
た。ストア・ロイヤルティ形成モデルからわかる
ように、FSP 充実度の高さは、プログラム・ロ
イヤルティや総合満足度を通じてストア・ロイヤ
ルティに影響を与えている。よって、市場地位の
高い企業はより一層の FSP 充実を図ることによ
り、最終的なストア・ロイヤルティを高めていく
ことが市場地位の高さを保つ上でも重要となって
くる。
　一方で、市場地位の低い企業は市場地位の高い
企業と比較してマーケティングに十分な投資がで
きない可能性がある。しかし、FSP が本来発揮

すべき、「顧客の購買・消費行動に合わせたプロ
モーションの実施」については、それほど多額の
投資を行わなくても実施可能であることが想定さ
れる。まずは購買データから自社顧客の特徴を把
握することで、顧客ニーズにあった FSP を展開
し、FSP 充実度を高めていくことが重要となる。

6.4.　メーカーの販売促進としての実務的示唆

　本研究により、ストア・ロイヤルティに、長期
プロモーションが直接的に影響を与えることが明
らかになった。
　この結果をメーカー側の視点に立って考える
と、自社ブランド品を複数個購入することにより
報奨を提供するタイプのプロモーションが効果を
発揮すると考えられる。
　この際、メーカーは報奨の種類を変えることで、
プロモーションの目的を、①見せかけのロイヤル
顧客維持プロモーション、②真のロイヤル顧客維
持プロモーション、と使い分けることができる。
　習慣的に購買をしている見せかけのロイヤル顧
客を維持するためにプロモーションを行う場合、
その商品そのものや、その商品限定のクーポン券
の発行が有効になるものと考える。例えば、習慣
的に毎朝コンビニエンスストアで缶コーヒーを
買っている顧客に対して、自社ブランドの缶コー
ヒーを 5 本購入するごとに、同ブランドの缶コー
ヒー 1 本をサービスするプロモーションを展開
すれば、そのプロモーションを実施しているコン
ビニエンスストアで、自社ブランドを買う習慣が
強化されることが考えられる。特に、ブランドに
こだわらないような顧客に対しては、このプロ
モーションを通じて特定ブランドの購買が習慣化
し、ブランド・ロイヤルティを高めるきっかけに
なる可能性がある。
　真のロイヤル顧客維持には、自社ブランドに関
する限定品や非売品を報奨にすることが有効にな
るものと考える。例えば、自社ブランドのスナッ
ク菓子を 20 個買うと、非売品プレミアムスナッ
ク菓子がもれなくもらえるプロモーションを行え
ば、もともとそのブランドファンであった真のロ
イヤル顧客は、レアな商品を体験するために 20
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個のスナック菓子を購入することを厭わないであ
ろう。さらに、このような真のロイヤル顧客に、
プレゼント品に対する評価を調査すれば、今後の

新商品開発に有意義な意見を収集することが可能
となる。

　本研究により得られた知見を改めて結論として
示すとともに、本研究でカバーできなかった今後
の課題について以下に示す。

7.1.　結論

　プロモーションのストア・ロイヤルティ形成仮
説モデルの検証結果から、①短期的プロモーショ
ンおよび FSP 充実度はストア・ロイヤルティに
直接影響を及ぼさず、プログラム・ロイヤルティ
や総合満足度を通じて間接的にストア・ロイヤル
ティ形成に貢献していること、②長期的プロモー
ションはストア・ロイヤルティ形成に直接的な影
響を与えていること、③立地利便性はプログラム・
ロイヤルティ、総合満足度、ストア・ロイヤルティ
のいずれにも大きな影響を与えていること、④ス
トア・ロイヤルティには立地利便性、長期的プロ
モーション、プログラム・ロイヤルティ、総合満
足度が影響を与えており、中でも総合満足度から
の影響が最も大きいこと、が明らかになった。
　態度ロイヤルティ別分析結果からは、立地利便
性がストア・ロイヤルティに与える影響は熱中的
ロイヤル顧客が一般顧客より有意に低いことと、
一般顧客のストア・ロイヤルティは全体モデル同
様、総合満足度が与える影響が最も大きいことが
明らかになった。これらより、一般顧客には短期
的・長期的プロモーションや FSP 充実度の向上
を図ることで総合満足度、ストア・ロイヤルティ
を高めて、立地の影響を受けにくいロイヤルティ
を持つ熱中的ロイヤル顧客へと育成するととも
に、熱中的ロイヤル顧客を維持するために、顧客
間支援行動をバックアップするマーケティング活
動を行っていくことが重要となる。
　市場地位の差による分析では市場地位が高いコ
ンビニエンスストア企業の方が低い企業よりも

FSP 充実度が有意に高いことが明らかになった。
プロモーションのストア・ロイヤルティ形成モ
デルに当てはめると市場地位が高い企業は、FSP
充実度の高さがプログラム・ロイヤルティや総合
満足度を通じて、ストア・ロイヤルティ形成に寄
与していることがわかった。

7.2.　今後の課題

　本研究で残された課題の一点目として、長期的
プロモーションの尺度の再検討と影響力の継続的
な調査が挙げられる。本研究では仮説段階では長
期的プロモーションを潜在変数として取り扱うこ
とを検討していたが、実施状況が限定的であった
ことから観測変数として取り扱わざるを得なかっ
た。長期的プロモーションのより望ましい尺度化
が課題として残った。また、コンビニエンススト
アで長期的プロモーションが短期的プロモーショ
ンと同様に定着してくれば、長期的プロモーショ
ンを潜在変数として取り扱うことが可能になるだ
けでなく、プログラム・ロイヤルティや総合満足
度に影響を与える要素になる可能性が高く、継
続的な研究が課題となっている。
　課題の二点目として、デジタル・マーケティン
グとしてのプロモーション効果を測定できなかっ
たことが挙げられる。市場地位の高いコンビニエ
ンスストア企業は、デジタル・マーケティングに
ついても積極的に取り組んでいる。SNS などの
アカウントや、スマートフォンのアプリなどを通
じて新商品情報、プロモーション情報などを発信
しているのがその例にあたる。当初、本研究でも
これらのデジタル・マーケティングをモデルに組
み込もうと試みたが、デジタル・マーケティング
の接触経験を持つ消費者から十分量の回答を得ら
れなかったため、効果検証に至らなかった。デジ

7.　まとめ
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タル・マーケティング接触者を抽出して、プロモー
ション効果を検証していくことは今後の研究課題
として興味深い。
　課題の三点目として、第 6 章において示唆し
た顧客コミュニティ活用マーケティングが、熱中
的ロイヤル顧客にどのようなプラスの影響をもた
らすのかについて、本研究でカバーできていない
点が挙げられる。どのような顧客間支援の仕組み
が熱中的ロイヤル顧客に歓迎されるのか、顧客間
支援を充実させることにより熱中的ロイヤル顧客
のどのような行動が促進・強化されるのか等、コ
ンビニエンスストアでのファンづくりの観点か
ら、これらのテーマは興味深い。
　最後に、本研究がコンビニエンスストアに限定
したものであるため、他の小売業態でも本研究で
得られた知見が適用されるかどうかは不明である
点が挙げられる。峰尾 (2012) は、態度的ロイヤ
ルティが機能的店舗イメージ不一致度と心理的店
舗イメージ不一致度により構成されるモデルを小
売業 5 業態で検証している。総合スーパーは機
能的店舗イメージ不一致度のみからの影響を、高

級スーパーとコンビニエンスストアは心理的店舗
イメージ不一致度のみからの影響を、百貨店と食
品スーパーは双方からの影響を受けることを示し
た。このことから、心理的店舗イメージ不一致度
が影響を及ぼさない総合スーパーを対象に本研究
を適用させると、態度ロイヤルティ別の差が生じ
にくくなることが考えられる。本研究を他の小売
業界に適用して研究する余地が残されている。
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